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―　議会事務局　議事係

平成29年度　事務事業評価シート

議会運営事業        18
(議会一般事務事業)

  1  10  10  10

４ 計画の推進 地方自治法

１１ 市民と行政の協働によるまちづくり

３７ まちづくりを共有できる情報発信・市民参加機会の拡大 上天草市議会基本条例　他

平成16年度

目的・目標（何のた
めに）

　地方自治法第８９条に基づき設置された市議会の円滑な運営と議員活動の支援業務を行うとともに
、議会活動の情報を市民に提供する。

（平成25年度より、議会広報発行事業、市議会議長会等参画事業及び政務調査支援事業を統合）

事務事業概要（どの
ようなことを）

　市議会の定例会、臨時会及び委員会等の開催、会議録の調製及び議員活動の支援等を行っている。
　また、議会基本条例に掲げる開かれた議会を目指し、議会広報を発行して市議会での審議内容、重
要議案に対する各議員の対応等を公表するほか、本会議の様子をインターネット及びケーブルテレビ
で配信・中継し、会議内容を積極的に発信することで、多くの市民が議会及び市政に関心を持てるよ
う情報の提供に努めている。

対象者（誰に対して
）

　市議会議員及び市民

手段・実施方法（ど
のようにするか）

　定例会及び臨時会、各常任委員会で使用する資料等の作成。議会運営に関する調査。議員活動全般
の支援業務。
議会や議員の活動状況等を、議会だより等により市民への周知を図り、意見交換会などで市民の多様
な意見を的確に把握する。

期待される（見込ま
れる）成果（効果）

　市議会が市政運営についての調査及び監視を行うとともに、政策の立案と提言がなされることによ
って、市民福祉の向上と将来のまちづくりが市民にとって公平、公正で最も有益な結論へ導かれる。
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評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）

全体総括（振り返り、反省点）

今後の事業の方向性（改革・改善案）・・・複数選択可 改革・改善による期待成果
(廃止・休止の場合は記入不要)

改革・改善を実現するうえで解決すべき課題（壁）とその解決策

※方向性を以下に記入

議会運営事業 ― 議会事務局 議事係

①施策体系との整合性 見直しの余地がある 結びついている

この事務事業の目的は市の施策体系に結びつく
か？意図することが結果に結びついているか？

　地方自治法に基づき設置され、その権限についても法律に明記さ
れている。市議会広報誌の発行及び市HPでの積極的に情報発信する
ことで、施策の意図する結果に結びついている。

②公共関与の妥当性 見直しの余地がある 公共（妥当である）

なぜ、この事業を行政・市が行わなければなら
ないのか？税金を投入して、達成する目的か？

　市議会は、二元代表制の下で市政運営について調査及び監視を行
う機関である。

③対象・意図の妥当性 見直しの余地がある 適切である

対象を限定・追加すべきか？意図を限定・拡充
すべきか？

　市議会の運営と議員の公務を対象としているため適切である。

④成果向上の余地 向上余地がある 向上余地がない

向上させる余地があるか？成果の現状水準とあ
るべき水準の差異はないか？何が原因で成果向
上ができないのか？

　この事業は議会活動及び議員活動の支援が目的であり、常に市民
の意見、社会情勢の変化等を勘案して議会運営に係る不断の評価及
び改善を行わなければならない。そのような意味で更なる情報公開
の手段を増やす必要がる。

⑤廃止・休止や活動削減の成果への影響 廃止・休止（影響あり） 廃止・休止（影響なし）

事務事業を廃止・休止、あるいは活動量を削減
した場合の影響の有無とその内容は？

　法律で設置を義務付けられた機関の活動の拠点となる事業であり
廃止はできない。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性 他に手段がある（具体的な手段、事務事業）

目的を達成するには、この事務事業以外に他に
方法はないか？類似事業との統廃合ができるか
？類似事業との連携を図ることにより、成果の
向上が期待できるか？

統廃合・連携できる 統廃合・連携できない

他に手段がない

　他に類似事業はない。

⑦事業費の削除余地 削減余地がある 削減余地がない

活動量を下げずに事業費を削減できないか？（
仕様や工法の適正化、住民の協力など）

　議会活動と議員活動に比例しているため削減余地はない。また適
切な事務処理および事務執行をしており、削減余地はない。

⑧人件費（延べ業務時間）の削減余地 削減余地がある 削減余地がない

やり方を工夫して延べ業務時間を削減できない
か？成果を下げずにより正職員以外の職員や委
託でできないか？

　議会運営上、これ以上の人員削減は困難である。

⑨受益機会・費用負担の適正化余地 見直し余地がある 見直し余地がない

事業の内容が一部の受益者に偏って不公平では
ないか？受益者負担が公平・公正になっていな
いか？

　市民によって選ばれた議員で構成する議会が対象の事業であり、
全市民を対象としており、一部の受益者を対象としたものではない
。

　市議会定例会が４回、臨時会が２回開催された。市議会は、二元代表制の下で市長その他の執行機関との緊張ある関係を保ちながら、市政運営に
ついて調査及び監視を行っている。論点や課題を明らかにして、公平、公正で最も有益な結論を導き、市民の負託に応えていかなければならない。
また、議会広報を３回発行、議会意見交換会を各常任委員会ごとに開催し、市民への情報発信と意見収集に努めている。市民の議会への理解と関心
を高めるためには、今後も積極的な広報活動を行う必要がある。

廃止 休止 目的再設定 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）
事業のやり方改善（効率性改善） 事業のやり方改善（公平性改善）
現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

　各議員の理解と協力のもと、本会議等の円滑な実施を図り、議会意見交換会や議会広報を活
用し、住民に対しての議会活動の理解と関心を高める必要がある。そのため、議会広報や市HP
以外の情報発信手段を構築する必要がある、
また、政務活動費に対する市民の関心は高く、より一層の透明性と円滑な運用が必要となる。

　円滑な議会運営を図るため、各議員の理解と協力が必要なことから、研修会等を開催することにより、より一層の議会の質
の向上が図られる。また、議会意見交換会や議会広報により、議員や議会活動の報告を市民に行い、議会に対する理解と関心
を高められる。さらに、政務活動費使途基準の明確化を図った条例、施行規則、要綱の制定により、議員個人が説明責任を負
うことになり、適正な運用と管理に務めていただく必要がある。


